
［要約］

金融システム改革の一環として平成１０年１２月に銀行による投資信託の窓口販売が解禁さ

れた。投資信託が我が国の個人金融資産に占めるウェイトは２％程度と低い水準にあるが、

現在の資産運用に満足していない層を中心に需要の拡大が見込まれていることもあり、金

融機関は規制緩和を受けた商品開発、資産運用などの分野で外資系金融機関などと業務提

携をするなどの動きがみられる。本論文ではこのような金融市場の変化に対応した金融機

関の動向をリスク選択の観点から捉える一方、公的金融機関としてユニバーサルサービス

を提供しているといわれる郵便局サービスの経済効果を測定することを試みる。

ユニバーサルサービスという概念は電気通信の分野で生まれたものであるが、現在では

公益事業が提供するサービスの重要な要素となっており、具体的には、どこでもかつ公平

にサービスを受けられる、サービスの品質が一定であることを特徴としている。金融につ

いてはもはや日常的に必要不可欠であり他の手段で代替できなくなっている点でユニバー

サルサービスを提供する主体が必要であるといえ、人口、面積当りの店舗数に偏りがなく

地理的にアクセシビリティが高い郵便局が公的金融機関としてその役割を果たしている。

今後のわが国の金融市場を考えるために、金融自由化が実施されてきた米国の事例をみる

と銀行は証券など他業態との競合等により預金・貸出という伝統的な業務の収益性が低下

したためにリスクの高い融資や手数料業務を拡大を図るなどリスクを拡大する一方、収益

を確保するためのリストラを実施してきた。一方、我が国の銀行店舗数は最近になって緩

やかな減少となっているが、金融システム改革を契機とした金融機関の合併や業務提携に

より今後重複する経営資源の効率化につながっていくものとみられている。

公的金融機関である郵便局については、「信頼できる」、「店が多い」などのイメージを

持たれているが、今後のサービスの方向性を考える上でも定量的な分析を行うことが重要

であると思われる。そこで米国で開発された意思決定問題を扱う手法であるAHP（階層

分析法、Analytical Hierarchy Process）を用いることとし、金融機関を利用することに

より得られる便益効果の源泉として利便性、商品性、金融商品、信頼性、このうち利便性

については自宅職場などに近い、支店数が多い、外務員が訪問してくれる、の要素を設定

してそれぞれの重要度（ウェイト）を計算した。その結果、４つの要素のなかでは利便性

のウェイトが最も大きく、利便性のなかでは自宅職場などに近いという要素のウェイトが
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第一節 はじめに

１．１ 金融システム改革の動向と郵便局の事業経

営

平成１０年１２月１日、銀行および保険会社による

投資信託の窓口販売が解禁され、外為法改正に続

く金融システム改革（いわゆる日本版金融ビッグ

バン）の改革第２弾として今後の金融市場に与え

る影響が大いに注目されている。銀行はこれまで

元本割れする可能性のある金融商品を販売した実

績がなく、投資信託は銀行の販売する主力商品と

はならないという見方がある一方、１，２００兆円を

超える我が国の個人金融資産の新たな受け皿とし

て期待もされている。

今後の金融市場を考えると、業態別子会社の業

務制限撤廃、保険会社と他業態の業務制限撤廃な

ど金融システム改革がさらに進展していくと金融

機関間の競争が激しくなり、金融機関の中には利

益を確保するためによりリスクを選択する行動を

取ることが予想されるほか、費用を削減するため

に店舗を統廃合する等の動きが出るものと思われ

る。現実に銀行は外資系金融機関と投資信託の運

用ノウハウを蓄積するために業務提携関係を結ぶ

などの動きをみせており、金融機関同士の合併や

業務提携により重複する業務および経営資源を合

理化する等の動きを加速させている。これらの行

動は欧米の金融機関においてもみられるものであ

り、業務や店舗の合理化は顧客側からみればサー

ビスの低下となり、利用者の金融サービス利用に

よる便益を低下させるものであろう。このように

金融機関のリスク選択は今後の金融機関利用者の

便益に大きな影響を与えるものであるが、今後の

金融市場を考える上でなぜ金融機関がこれまで以

上により高いリスクを選択する行動を取るように

なったのかという問題を整理しておく必要がある

のではないか。

一方、公的金融機関たる郵便局の運営している

事業はあまねく公平を原則としたユニバーサル

サービスを提供しているといわれるが、民間金融

機関が上記のようなリスクを選択する行動を取り、

その結果として金融機関利用者の便益が低下する

ならば郵便局によるユニバーサルサービス提供は

家計にとって従来以上に重要な意味をもつものと

思われる。しかし郵便局のユニバーサルサービス

がもたらしている経済効果を考えるにあたっては、

「郵便局が近くにある」ことにより利用者は便益

を得ているとすれば、これを定性的な印象だけで

なく定量的に把握すること、つまり郵便局のユニ

バーサルサービスによる経済効果を数字で捉える

ことができれば現在提供しているサービスの内容

について更に有益な情報を提供することができる

ものと思われる。

最も大きいことが分かった。このウェイトを利用することで全ての要素の金額を求めるこ

とができる。

郵便貯金事業については、平成１３年に資金運用部への預託が廃止される予定になってい

るなど制度改革が見込まれているが、これらの動きは従来以上にリスクを意識した事業運

営が求められていることを意味するものと思われる。今後の金融市場を考える時、投資信

託など金融商品は多様化する方向にあるものの、現在の金融機関利用者にとっては金融

サービスを受けることによる便益の源泉としては利便性など営業店舗網の占める役割が大

きく、全国に店舗網を有している郵便局に求められている役割は依然重要であろう。

５ 郵政研究所月報 １９９９．３



１．２ 本調査論文の内容

本調査論文は上述したような金融システム改革

及びユニバーサルサービスの概念について概観し

たうえで、民間金融機関のリスク選択行動の背景

および公的金融機関たる郵便局によるユニバーサ

ルサービス提供の便益効果を明らかにすることを

主な内容としている。具体的な節の構成は以下の

通りである。まず第二節では郵便局あるいは広く

一般に公益事業が提供している「ユニバーサル

サービス」とはなにかという観点からユニバーサ

ルサービスの定義を整理し、郵便局の事業が提供

しているユニバーサルサービスの内容を店舗の面

から他の金融機関と比較検討する。第三節では今

後の郵便局のサービスを考える上で重要な動きに

なると思われる金融システム改革についてまとめ

た上で金融システム改革の進展にともなう金融機

関の対応を業務提携、店舗数を中心にみていくこ

とにする。具体的には、まず金融機関にとっての

リスクを整理した上で、金融自由化がすすむなか

で伝統的な銀行業務のウェイトが低下し金融機関

の業務がより収益性の高い（したがってリスクも

高い）事業に傾斜したことについて特に米国の事

例を取り上げて言及する。第四節では「金融」の

側面からみた郵便局１の果たしている役割を利用

者が感じている便益効果の測定を中心に行う。計

測方法はアメリカで開発された意思決定手法であ

るAHP（Analytical Hierarchy Process）を用い、

AHPを実施する上での基礎データとなる部分は

郵政研究所が平成９年に実施したアンケート調査

（『金融機関利用に関する意識調査』）を用いてい

る。銀行など民間金融機関が金融システム改革で

よりリスクを選好する行動を取ることが予想され

る一方、郵便局のユニバーサルサービスが提供し

ている便益効果が明らかになったところで、２００１

年には財政投融資への預託義務付けが廃止され全

額自主運用に移行するなど今後大幅な制度改革が

見込まれる郵便貯金事業にとっての今後の課題を

もってまとめとする。ただし本文中で行われる分

析、結論を含め意見に関わる部分については筆者

の個人的見解であり、郵政省の公式見解ではない

ことを断っておく。

第二節 ユニバーサルサービスについての論点整

理

２．１ ユニバーサルサービスの定義

郵便局の三事業（郵便、為替貯金、簡易保険）

が提供しているサービスを考える上でユニバーサ

ルサービスは重要な要素のひとつである。しかし

ユニバーサルサービスという用語自体については

主に電気通信の分野において日常的に使われてい

る観があり、すでに専門用語として確立している

ことからその定義について厳密に議論した上で分

析している調査研究は少ないのが現状である。以

下では金融におけるユニバーサルサービスという

一般的とはいえない分野を扱うこともあり、最初

にユニバーサルサービスの定義を整理しておくこ

とにする。ユニバーサルサービスの語源の由来と

しては１００年以上前に遡る。最初にユニバーサル

サービスという言葉を世に出したのはAT&Tの

社長であったセオドア・ニュートン・ベイル氏

（Theodore Newton Vail、社長在位１８７８年～８７

年、１９０７年～２０年）で、同氏は同社の通信サービ

スの基本的な政策として「一つのシステム、一の

政策、ユニバーサルサービス（One System, One

Policy, Universal Service）」を掲げ独占通信会社

が一定の経営方針のもとで全国にサービスを展開

１ ここで郵便局のサービスを金融すなわち郵便貯金、簡易保険に限定しているのは、AHPの基礎資料である「金融機関利用に関
する意識調査」において、調査対象に対しあくまで「金融機関」としての郵便局を調査対象としていることによる。しかしこの
ことは郵便局を郵便サービスと同時に金融サービスを利用している人を排除するものではなく、本調査における金融機関として
の郵便局の利用状況および郵便局から得られる便益効果については実態より過大に計測されている可能性がある。
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することをアピールした。ユニバーサルサービス

という用語はその後電気通信の分野で広く使われ

るようになり、１９８７年のEC委員会による「電気

通信に関するグリーンペーパー」では以下のよう

に整理された。ここではユニバーサルサービスを

構成する概念は�１地理的に全体を網羅したサービ

スを提供すること、�２サービス提供者の営業地域

内とは無関係に、全ての利用者に対して同等と認

められる条件をもって利用者からの要求に基づき

サービスを提供することを挙げており、翌年出さ

れたOECDの報告書ではユニバーサルサービスの

概念を�１地理的に普遍的な利用可能性、�２アクセ

ス上の無差別性、�３適正な料金または手頃な料金

の３つを、１９９１年に出された米国商務省電気通信

情報庁（NTIA）のレポートでは�１どこに住んで

いても利用可能なこと（availability）、�２電話に

加入し、利用することが経済的に可能なこと

（affordability）の２つを挙げている。

全国（あるいはエリア内全体）での供給義務が

あるかわりに平均費用に基づく全国（あるいはエ

リア内）一律の料金が認められ、部門間の内部補

助で赤字部門を補填する手段が担保されている産

業は電気通信事業に限らない。このような特性は

公益事業に特有のもので、公益事業とは電気通信

のほかにも電気、ガス、上下水道、郵便がその代

表例であるといえる。電気通信の分野でスタート

したユニバーサルサービスという用語はこれら公

益事業こそユニバーサルサービスの特質を持って

いるといえる。林（１９９８）によれば公益事業のユ

ニバーサルサービスを構成する要素として�１全国

どの地域でもサービスが受けられること（univer-

sal geographical availability）、�２所得のいかんに

かかわらずサービスを受けられること（universal

affordability）、�３サービスの品質が一定であるこ

と（universal service quality）、�４料金について

の差別的取扱い（price discrimination）がないこ

とを挙げている。

２．２ 郵便局のユニバーサルサービス

郵便局では郵便・為替貯金・簡易保険の三事業

を運営しているが、この三事業はユニバーサル

サービスを提供する主体となり得るのだろうか。

ユニバーサルサービスの語源が当時米国で唯一の

通信事業社であったAT&Tであることを考える

と、国の独占事業である郵便については公益事業

としてユニバーサルサービスを提供する主体であ

ることについてはほぼ異論はないものと思われる。

郵便以外の金融サービスに関しては、議論の前提

として民間企業による経営が一般的である「金融」

が公益事業であるとの考え方は一般的ではないで

あろう２。しかし、ユニバーサルサービスは公益

事業には欠かせない重要な要素ではあるが、この

ことは公益事業のみがユニバーサルサービスを提

供していることを意味しないものと思われる。公

益事業の特質をさらに検討すると、提供される財

やサービスが日常的に不可欠のものであるという

「必需性」を考える必要がある。金融あるいは金

融サービスが家計の日常にとって必要不可欠かを

示す材料としては郵便貯金カード（約５千万枚）

を含めたキャッシュカードの発行枚数（約３億２

千万枚、国民１人あたり２．７枚）、クレジットカー

ドの発行枚数（約２億２千万枚、同１．９枚）、通常

貯金・普通預金の利用率（調査対象世帯の９８．５％、

郵政研究所調べ）などであり、これらの数字は金

融サービスが日常生活に不可欠であり、今や他の

手段で代替することが不可能なほど家計の生活に

２ 林（１９９８）では公益事業（public utility）として捉えられる産業としては電気、ガス、上下水道、郵便、電気通信、鉄道、バス、
トラック、航空輸送などがあるとしており、熱供給、放送、タクシー、医療機関については公益事業とするかどうかについては
意見が分かれるとしている。
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浸透している、つまりその意味では公共的な要素

をみることもできる３。

金融サービスの中にはユニバーサルサービスと

して供給しなければならないものがあるという観

点から金融事業を含めた郵便局のユニバーサル

サービスをみていくことにする。郵政審議会によ

る「２１世紀を展望した郵便局改革ビジョン」では

郵便局のユニバーサルサービスとは�１全国あまね

く、�２いつでも、�３公平に提供される、�４生活基

礎サービスを提供する義務のことであるとしてい

る。これらの概念を林（１９９８）における公益事業

のユニバーサルサービスの構成要素と比較してみ

ると、�１はどの地域でもサービスが受けられるこ

と（universal geographical availability）に、�３

は所得のいかんにかかわらずサービスを受けられ

ること（universal affordability）に対応しており、

�４の生活基礎サービスたりうるためにはサービス

の品質が一定であること（universal service

quality）、料金についての差別的取扱い（price

discrimination）がないことが必要であるといえ

よう。�２は非常時を含めて地理的な概念だけでな

く時間的な概念でみてもサービスを提供する義務

があることを示している。これらの考え方は郵政

事業を運営している根拠となっている各事業法の

考え方を反映したものであり、例えば郵便貯金法

第一条では「郵便貯金を簡易で確実な貯蓄の手段

としてあまねく公平に利用させる」ことを明記し

ており、あまねく公平の原則をはじめ、郵便局が

提供する商品を個人・小口を対象とした簡易な基

礎的自助サービスに限定したものとなっている。

次に郵便局が提供しているサービスの代表指標

として店舗数をみてみることにする。我が国の金

融機関７業態について、９７年３月末における人口

および面積あたりの店舗数をまとめたのが図表１

である。郵便局数は２４，６００と、農協・漁協の

１４，９００店舗、信用金庫・信用組合・労働金庫の

１１，５００店舗と比べて最も数が多いことから面積、

人口当たりでみた数字も最大となっているほか、

図表１ 面積、人口当たりの金融機関数

（出所） ニッキン資料年報などより作成

３ 金融サービスが日常生活に不可欠であることを示す事例としてはアメリカのライフラインバンキングの考え方がある。これは生
活に必要な最低限の金融サービスについては金融機関が必ず提供することを義務つける考え方である。米国の州によっては月間
の口座維持手数料水準が低い決済勘定サービスの提供を法律により定められているところがあるほか、高齢者などの利用者が保
有する口座の手数料を無料にすることを義務付けているところもある。全国に店舗ネットワークをもつ郵便局がライフラインと
しての金融を担うべきという考え方もある。家森（１９９８）参照。
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他業態と比較しても面積、人口当たりでみた数字

に偏りがみられない。このことは地理的にみたと

きの郵便局のアクセシビリティが高いこと、つま

りユニバーサルサービスの重要な要素である「全

国どこでもサービスを受けられる」ための条件を

満たしているといえる。

第三節 金融システム改革を巡る金融機関の動き

３．１ 金融システム改革の進展と今後の制度改革

我が国の金融システム改革（いわゆる日本版金

融ビッグバン）は平成８年より当時の橋本首相の

指示を受けて始まった改革の動きであり、翌９年

６月に関係審議会の報告書がまとまり改革全体の

具体的内容とスケジュールが明らかとなった。こ

の改革はわが国経済が２１世紀においても活力を保

つために、金融市場の透明性・信頼性を確保しつ

つ、大胆な規制の撤廃・緩和をはじめとする金融

市場の改革を行うことに加え、東京市場をロンド

ンやニューヨーク並みの国際金融センターとして

機能拡充を図ることが主な内容である。これまで

外国為替法の改正や証券総合口座の導入、ABS

（資産担保証券）など債権の流動化に関する法整

備などが実施されてきており、今後も株式委託売

買手数料の自由化、金融業態間の業務参入などが

具体的なスケジュールとして検討されている。

この金融システム改革の一環として平成１０年１２

月より銀行による投資信託の窓口販売が解禁され

た。投資信託の販売については、欧米では銀行に

よる販売が一般的ではあるが、わが国の販売ルー

トは証券会社か投信信託委託会社による直接販売

であったものを平成８年より投信委託会社が銀行

の店舗を借りて販売することが認められ、昨年、

銀行本体が直接販売できるように証券取引法の改

正が行われた。同時期に改正投資信託法が施行さ

れている（正確には「証券投資信託法」から「証

券投資信託及び証券投資信託法人に関する法律」

へ改正）が、この法改正によりディスクロー

ジャー制度が拡充されるほか、投資信託の運用対

象が有価証券以外のものに拡大されるなど投資家

にとって投資しやすい商品に向けた法整備がなさ

れた。これまで投信は我が国家計にとって一般的

に馴染みのある投資対象とはいえず、１９９７年末に

おいて米国の個人金融資産のうち投信の占める割

合が約１０％であるのに対し、わが国家計の投資信

託の保有状況は同年末で２８．８兆円と保有金融資産

（１，２３０．２兆円）の約２％程度である。しかし銀

行や保険会社が投信を直接販売することになり４、

金融資産に占める投信のウェイトが上昇すること

も考えられるが、これをみるためにはどのような

属性を有する家計が投信に投資するのかを検証す

る必要がある。その一例として家計の資産運用に

関する満足度別にみた投信窓口販売への関心度を

みると（図表２）、国債流通利回りが２％前後で

推移するという過去に例のない超低金利時代にお

いて現在の資産運用に満足していない家計が大半

を占めているのが現状であるが、投信に対して

「関心がある」と回答する層のほとんどがこれら

資産運用に対して不満な層と一致している。投信

は預金よりも高い収益が見込まれる反面、元本割

れ等リスクもともなうため低金利下の運用に満足

していない家計のすべてが実際に投信を購入する

ことは有り得ないが、有利な運用を志向する高額

所得者を中心に投信への需要が増加することも考

えられる。また、高齢者世帯は養育費や住宅ロー

ン等の負担が減少する一方で退職金が入ることか

ら金融資産の蓄積が進み、投信も含めたリスク性

４ 東洋経済新報社の調査によれば投信窓口販売を実施した金融機関は全ての店舗で販売しているわけではない。都市銀行や信託銀
行は全店舗で投信を取扱うケースが多いものの、地方銀行では本店を含めた主要店舗で扱う機関が多くなっている。また生命保
険会社については平成１１年以降の販売開始を予定しているところが多い。
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資産への需要が増加するという見方もある。

３．２ 金融機関の業務提携・合併等の動きとその

影響

投信に対する関心は現在の資産運用状況に満足

していない層を中心に高いものの、銀行はこれま

で元本割れする可能性のある商品を販売した実績

がなかったということもあり、多くの銀行では投

信を主力商品として積極的に販売するというより

は取り扱える金融商品の多様化を実現する商品と

して位置付けているようである。しかし投信マー

ケットの拡大は資金運用面で実績のある外資系金

融機関との業務提携により資金運用のノウハウを

取得する動きを加速させている。図表３は平成１０

年度以降の我が国銀行とその他業態（証券、保険、

外資系金融機関）の機関との業務提携発表をまと

めたものであるが、これをみると投信の運用にと

どまらず金融システム改革による規制緩和を受け

た商品開発、資産管理、年金分野で業務提携を行

うケースが業態を問わず行われていることがわか

る。こうした金融機関の業務提携は欧米諸国にお

いてもみられるものであり、我が国だけの事例に

止まらない。欧米における金融機関の業務提携は

提携の枠を超えて大型合併というよりドラス

ティックな形で表れている。その代表例は９８年４

月に発表された米シティコープと米投資銀行のソ

ロモン・スミスバーニーを傘下にもつ金融サービ

ス会社の合併、同年７月に発足したスイス・ユニ

オン銀行（旧UBS）とスイス銀行（SBC）との合

併、同年１１月に基本合意が成立した独最大手のド

イツ銀行による全米８位の銀行持株会社であるバ

ンカース・トラストの買収であろう。

このような金融機関の業務提携・合併の背景は、

各機関が規模の経済性を追求した結果とみること

ができるが、その前提として金融システム改革や

米国における州際業務規制の撤廃をはじめとする

図表２ 資産運用に対する満足度と投資信託に対する関心

（出所） 日本経済新聞社「Needs–Rader 金融行動調査（特別調査）」より作成
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規制緩和の動きがある。規模の経済性とは、生産

要素の投入を増加させた時に生産量が要素投入以

上に増加することであるが、我が国において金融

業務に規模の経済が働くかどうかについてはいく

つかの実証研究事例がある。筒井（１９８８）などに

よれば概して銀行には程度はあまり大きくないも

のの規模の経済性があり、その大きさは都市銀行

のほうが地方銀行より大きいものとなっている。

このような金融機関の業務提携や合併は双方に共

通する経営資源（経営ノウハウ、営業店舗、従業

員など）を節約する効果が期待できることから、

合併等の帰結として経営資源の効率化がもたらさ

れることが予想される。金利規制レギュレーショ

ンQの撤廃や州際業務の緩和など１９８０年代以降金

融自由化が進展してきた米国や証券市場を中心に

１９８６年に改革（ビッグバン）が実施されたイギリ

スの動向が我が国の金融市場の将来を考える上で

参考になるものと思われる。図表４は最近１５年間

の米国、英国、日本の金融機関店舗数を表わした

ものである。これによると、米国、英国（１９８３年

よ り 比 較 可 能 なAbbey Natinal, Bank of

Scottland, Barclays, Lloyds, Midland, Natinal

Westminster, The Royal Bank of Scottland、

TSB Groupの８大銀行）においては１９８０年代か

ら継続的に減少傾向にあるのに対し、我が国では

バブル期における業務拡大を反映して８０年代は増

加が続き、９０年代に入ってからようやく緩やかな

減少傾向にある。同期間における我が国金融機関

図表３ 最近における銀行の業務提携等の動き

発表時期 銀 行 証券 生命保険 損害保険 外資系機関 提 携 合 意 内 容

９８年５月 日本興業

富士・安田信託

野 村

安田生命 安田火災

デリバティブ、４０１K、投信評価

会社の合併設立の合意共同で投信

会社設立

７月 三井信託

住友

大 和

住友生命 住友海上

米プルデンシャ

ル

投資信託で合弁会社設立

法人部門統合など包括的提携に合

意

９月 東京三菱・三菱信託

東海・あさひ

明治生命 東京海上 投信、年金分野など共同事業の展

開で合意

持株会社設立等全面提携、スー

パーリージョナルバンク形成へ

１０月 第一勧業

日本興業

三菱信託

大和・他関西地銀

三井信託

富士・第一勧業

第一生命

米JPモルガン

米AIG

米ステートスト

リート

共同で投信運用会社設立

商品開発、資産運用など包括的提

携で合意

合弁投信会社の資本増強

関西地区の大型金融機関にむけ提

携

国内の資産管理業務で信託会社設

立

新信託銀行を共同設立

１２月 住友 大 和 米Tロウプラス 日米で資産運用業務を共同で展開

９９年１月 三井信託・中央信託

三和・東洋信託

合併を前提に資本注入を受け、不

良債権処理へ

年金システムの共同開発、信託業

務で提携

（出所） 日本経済新聞などより作成
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の店舗数の動向を業態別にみると、地方銀行では

銀行数、店舗数ともに大きな変動がないのに対し、

都市銀行は１０年前の１３行から１０行に減少している

が支店数は逆に増加している。この背景には都市

銀行数の減少は合併行の誕生によるものであるが、

今後は重複する営業店舗の統廃合などが進展する

ことが見込まれる。一方、第二地方銀行は銀行数

は７１から６５へと減少し、店舗数も足元で減少傾向

が続いているが、この中には経営破綻による他行

への吸収合併の事例も含まれている。

３．３ 米国における金融自由化の影響と金融機関

のリスク選択

前節までは金融システム改革などの金融自由化

の動向とその帰結の一例として営業店舗数の推移

をみてきたが、その中身をもう少し詳しく検討し

てみる。我が国における金融自由化は１９７９年の

CD創設、１９８５年の大口定期預金の金利自由化な

ど段階的に進んで来たが、他業態への業務進出は

本体での参入は認められていないなど規制も残さ

れており、「堅固に守られた」自由化であったと

する見方もある（堀内（１９９８））。その結果として

銀行の店舗数が欧米と比較して減少が緩やかなこ

とに表れているのではないかとも思われるが、以

下では銀行店舗数が１０年の間に大幅に減少してい

る米国で起きていることを銀行のリスク選択の観

点からまとめていくことにする。ここで金融機関

の抱える主なリスクについて分類しておくと、

「信用リスク」、「市場リスク（金利リスク、為替

リスク）」、「流動性リスク」を挙げることができ

る。このうち信用リスクは取引先である企業・個

人への貸出金や債券への投資が貸出・投資先の販

売不振や放漫経営など信用状況の悪化によって回

収困難になること、あるいは保有債券の元利金が

約定通り回収できなくなることにより被る損失の

可能性のことである。市場リスクとは市場要素

（金利、為替、株式等）の変動によって被ること

になる損失の可能性のことであり、市場リスクの

うち金利リスクとは市場金利の変動により運用

（基本的に長期）と調達（基本的に短期）の資金

図表４ 銀行店舗数の推移

（＊注） 英国は１９８３年より比較可能な８銀行の店舗数

（出所） 日本：日本銀行「経済統計年報」

米国：FFIEC Reports for ALL Insured U.S. Commercial Banks

英国：BBA Annual Abstract of Banking Statistics
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利鞘が変動するリスクであり、保有する債券金利

は債券価格と連動して変動することから価格変動

リスクも含めて金利リスクと捉えることもある。

為替リスクとは為替レートの変動にともない銀行

の資産・負債価値が変動するリスクのことである。

流動性リスクは預金が一斉に引き出されたり何等

かの理由で資金調達が困難になったときに資金不

足になることにより被る損失の可能性のことであ

り、これも金利リスクと同様に金融機関が基本的

に短期調達、長期運用の経営をしていることが背

景にあるということができる。

米国では８０年代までは銀行預金は銀行にとって

安定的な資金源であったが、金融自由化の流れを

受けてMMMFなどの新しい金融商品が銀行預金

を上回る高い利率を提供したことやCPの発行に

より企業が銀行からの融資に頼らなくても資金調

達が可能になったことから個人から預金を集めて

企業に資金を融資するという「伝統的な銀行業務」

のウェイトが低下した。このような環境は収益環

境の大幅な変化をもたらし、ROA、ROEなど収

益性を示す指標は低下を続けることになった。こ

のような収益環境の悪化に対して銀行が取った行

動は主に次の２つである。１つは利益を確保する

ためによりハイリスクな融資分野を開拓したこと、

もう１つはバランスシート外の取引を拡大したこ

とである。最初のよりリスクを追求した例として

は不動産融資、企業合併やLBO（Leveraged Buy-

out）に関連する資金融資などが挙げられ、こう

したハイリスクな融資を続けることにより利益を

確保することを指向した。一方、バランスシート

外の取引の代表例はデリバティブであるが、この

他にも銀行は手数料ビジネスに傾注しており、

Martin Mayer（１９９７）によれば成功を収めてい

るといわれる銀行の収益の４０％が伝統的な銀行業

務（金融仲介業務）、４０％がクレジットカード、

消費者信用などの手数料、２０％がその他業務（証

券化、トレーディング）と伝統的な業務以外の占

めるウェイトが高くなっている５。このように米

国の銀行が伝統的な銀行業務の内外で新たな業務

を開拓したことは、金融自由化の影響により新た

なリスクを選択したことと同値であるといえる。

一方、わが国の銀行のリスク選択については、

投資信託の窓口販売に続く金融システム改革が進

展し、証券や保険などの他業態、外資系金融機関

との競争が激しくなることから収益環境が厳しく

なることが予想され、米国の銀行と同様に利益を

確保するためによりリスクを選択する行動に出る

ことが考えられる。そしてそれまでのリスク選択

行動の結果、自己資本が低下するなど経営環境が

厳しくなった金融機関ほどよりリスクを選択する

行動に出るのではないかと思われる。貸出し先企

業の倒産などで資金回収が困難になり自己資本が

低下した金融機関は短期的には公的資金を申請す

るという目的があるとしても、規模の経済性を追

求した業務提携・合併、海外業務からの撤退など

経営戦略の見直しのほか、店舗の縮小、閉鎖、従

業員数の削減などリストラを徹底させる必要に迫

られるのではないか。リストラに関連しては、現

在では店舗数の面では明白な動きはみられず、従

業員数の減少（自然減、採用抑制）や給与体系の

見直しが一般的であるとされるが、今後は営業拠

点を削減することにより収益を確保するなどの動

きも出てくるものと予想される。

５ 国際金融情報センターの推計によれば、米国の大手金融機関はヘッジファンドへの融資を行うとともにファンドの運用を模倣し
た自己勘定で運用していたが、９８年夏以降のLTCMの経営危機をはじめとするヘッジファンド危機の影響を受け、合計で３００億
ドルから５００億ドル程度の損失を被ったとしている。
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第四節 郵便局の果たしている役割について

４．１ 郵便局のイメージと選択理由

これまで金融システム改革の進展とそれにとも

なう民間金融機関によるリスク選択行動の背景を

みてきたが、この節では民間金融機関の業務が変

貌を遂げている一方で、公的金融機関たる郵便局

がどのような役割を果たしていけばよいのかとい

う観点から分析を進めていくことにする。郵便局

の提供するユニバーサルサービスの方向性につい

て論じるためには利用者が郵便局のサービスから

どの程度の利益を得ているかを把握することが必

要になると思われるが、その判断材料の１つとし

て家計が郵便局に抱くイメージをみることにする。

図表５は日本経済新聞社が首都圏に住む２５～６９歳

の男女２，０００人を対象に金融機関に対するイメー

ジを調査した結果から、郵便局と金融ビッグバン

に対して積極的な対応を行っている印象のある外

資系金融機関について取り上げたものである。こ

れによると、郵便局のイメージは「信頼できる」、

「店が多い」、「親しみやすい」が上位を占めてい

る一方、外資系金融機関は「外貨や外債の取扱い

に実績がある」、「金融ビッグバンに積極的に対応

している」、「取扱い商品が魅力的」が上位３項目

となっており、郵便局で上位項目であった要素に

図表５ 金融機関に対するイメージ（複数回答）

（出所） 日本経済新聞社「Needs–Rader 金融行動調査（特別調査）１９９８年版」
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ついては１０％以下の割合となっているなど、家計

は対照的なイメージを持っていることが分かる。

金融システム改革の進展により民間金融機関は投

資信託など取扱い商品を増やして顧客の資産運用

ニーズを高めていく方向にあるとみられているが、

公的金融機関としての郵便局に求められている役

割はどのようなものであるかを明らかにするため

には、現在利用者が抱いている郵便局へのイメー

ジに関する定量的な分析を行う必要があるものと

思われる。以下では郵便局のユニバーサルサービ

スから利用者が得ている便益効果を明らかにする

ために郵政研究所が平成９年に実施した『金融機

関利用に関する意識調査（平成９年度）』（以下、

意識調査）を用いた分析を行う。

４．２ 郵便局のサービスから得られる便益効果の

計測方法

４．２．１ 郵便局を選択する理由と得られる便益の

内訳

郵便局の利用により得られる便益を定量的に把

握するために得られる便益について以下のような

分類を行うこととする。便益の内容は家計が利用

金融機関として郵便局を選択することから生じる

ものであるので、意識調査において調査した利用

する金融機関の選択理由を「利便性」、「サービス」、

「商品性」、「信頼性」の４つに再分類する６。郵

便局をメイン金融機関として利用しているサンプ

ルの選択理由の内訳は、「利便性」が最も高く、

以下「信頼性」が続いており、「サービス」にお

いては金融以外のサービスを同時に受けられるか

らという調査項目が他の金融機関を利用する時と

比べて高くなっている。このうち「利便性」のな

かで「自宅、職場などよく行く場所に近いから」

という選択理由に関して郵便局を利用することに

より得られる便益とは、銀行など他の金融機関を

利用する場合に比べて郵便局を利用することによ

り節約できる金額と定義する。この選択理由につ

いては意識調査において利用している金融機関に

ついて交通費および所要時間を質問しているので

郵便局へ行くまでの交通費および所要時間（コス

ト）と、他の金融機関へ行くときのコストを比較

することにより郵便局へ行くときのコストのほう

が小さければ費用節約効果がある、または便益効

果があるという捉え方をしている７。家計によっ

ては自宅の近くに例えば都市銀行があり、郵便局

へ行くほうがコストがかかるというサンプルもあ

ることが想定されるが、第１節でみたように郵便

局は全ての金融機関のなかで最も店舗数が多いこ

とから、全体で見た場合には他の機関ではなく郵

便局を利用したときにコストが節約できることが

見込まれる。しかし、「サービスがよい」、「信頼

できる」といった要素については例えば銀行の

サービスと郵便局のサービスを金額で評価するこ

とが困難であるため、利便性の分析と同様に比較

する方法が使えないという問題点があるが、この

ように主観的な判断を数量化することが可能な手

段として米国で開発された意思決定手法である

AHP（階層分析法、Analytical Hierarcy Process）

を用いることにする。

６ ４分類の内訳は以下のとおり。「利便性」は自宅・職場等よくいく場所に近いから、支店数が多い、外務員がよく訪問してくれ
る、「サービス」はCD・ATMの手数料、決済面の便利さ、通帳の図柄・サービス品のよさ、接客態度、店の雰囲気、金融以外
のサービスが受けられること、「商品性」は金融商品の利率のよさ、「信頼性」は名の通った金融機関で信頼できる。これらの調
査項目を集計統合して４つの分類を作成している。

７ 便益効果を数字で表わすためには所要時間の差を数量化する必要があるが、ここでは以下のように時間価値を計算している。労
働者については労働省「毎月勤労統計」を用いて平成７年の現金給与総額を総実労働時間で割ることにより１分あたりの時間価
値（３４．１円）を導き、非労働者については経済企画庁「無償労働の貨幣価値」により労働者の時間価値の５２．３％として計算して
いる。
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４．２．２ AHPの概略

「信頼できる」、「サービスがいい」など主観的

な判断を数量化するための分析手段として用いる

AHPについて概略を説明をしておくことにする。

AHPは１９７０年代にピッツバーグ大学のサティー

教授（T.L. Saaty）が開発した分析手法で、意思

決定問題を解決するにあたって主観的判断とシス

テムアプローチを組み合わせた手法と評価されて

いる。サティー教授はイェール大学で数学の博士

号を取得したのち、ソルボンヌ大学やMITで数

学とORの研究を続けていたが、１９５７年からは米

国防総省で対ソ連戦略のOR研究、１９６９年からは

米国務省で軍備制限と軍備縮小のためのOR研究

を行っていることからも、AHPの生まれた背景

として軍事外交上の意思決定を行う必要があると

きに活用できる手法を開発するという要請があっ

たともいわれている（木下（１９９８）参照）。

AHPを実行する際に最初に行うのは問題の要

素を次のように階層（Hierarcy）化することであ

る。

AHPにおける階層構造

最終目標 → 評価基準 → 代替案

このような階層構造を確立したのち、最終目標

の観点から複数ある評価基準のウェイトを求め、

同様に複数ある代替案のウェイトを求めることに

より最終目標からみた代替案の評価を行うことが

できる。なお、評価基準は１つとは限らず、２つ

以上であってもよいが、評価基準が多いほど階層

構造が複雑化していくこともあり得る。このよう

に評価基準と代替案がすべてリンクした階層構造

を作りあげることにより、具体的な手法は後で述

べることとするが主観的な判断や要素の異なる基

準を一律に数値化することが可能となり、最終目

標の観点から意思決定を行うことができる。

AHPは様々な分野で用いることが可能であり、

個人レベルの意思決定から国家プロジェクトの選

定まで最終的に分析者が何らかの意思決定をする

問題であれば、客観的な評価を行うための手段と

して用いることができるものである。

４．２．３ AHPによる金融機関利用からの便益効

果の測定方法

以下では、郵便局を利用することにより得られ

る便益効果を数量化するためにAHPを用いるこ

ととするが、最初に今回の分析材料を階層構造に

表わしたのが図表６である。ここでは最終目標を

「金融機関利用から得られる便益」とし、評価基

準として前に作成した「利便性」、「サービス」、

「商品性」、「信頼性」の４基準を置く。このうち

「利便性」については、さらに階層を作成し、「自

宅や職場などに近い」、「支店数が多い」、「外務員

が訪問してくれる」の３基準を置くことにした。

代替案については「銀行」、「信用金庫等」、「農

協・漁協」、「郵便局」の４案としたが、このうち

銀行については都市銀行、地方銀行、第二地方銀

行を含み、信用金庫等について信用金庫、信用組

合、労働金庫を含めた代替案となっている。便益

効果を計測する方法としては、AHPの手法によ

り２つの判断基準について、全体を１に標準化し

たときにそれぞれの基準がどの程度のウェイトを

占めているのかを算出することが必要である。次

に、４．２．１のところで述べたように「自宅職場な

どに近い」という要素については意識調査におい

て各金融機関を利用するためにどの位のコストを

かけているのかが判明するのでこの要素に関する

便益効果を算出する。次に「自宅職場に近い」と

いう便益効果がすでに既知なのでAHPで求めた

ウェイトを掛け合わせることによりすべての判断

基準の金額を求めることができ、各代替案ごとの

検討を実行することが可能になる。
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４．２．４ 各判断基準におけるウェイトの算出

４．２．４．１ 一対比較表の作成

AHPのエッセンスは最終目標を頂点とする階

層構造を作り、各評価基準のウェイトを算出する

ことであるが、以下ではウェイトを算出する方法

について順を追って説明する。ウェイト算出とは、

各評価基準のなかの項目が全体（１に基準化する

ことが多い）に対してどの程度の割合を占めてい

るかを計算することで、例えば、「利便性」は金

融機関を利用する時に得られる便益の何％を占め

ているかを求めることである。ウェイト算出のた

めには「一対比較表」とよばれるマトリクスを作

成することが必要不可欠である。一対比較表とは

図表７の左側部分（４＊４行列）であるが、これ

は金融機関利用による便益を表わす基準として利

便性を１とした時にサービス、商品性、信頼性は

図表６ 金融機関利用による便益効果の測定に関する階層構造

（注）銀行：都市銀行、地方銀行、第二地方銀行
信用金庫等：信用金庫、信用組合、労働金庫

８ 一般的には、要素iに対し要素jはどのくらい重要かを表わす数値をaijとし、aii＝１、aij＝１／ajiと仮定した場合、n個の要素があ
るとすると、n（n－１）／２回の一対比較で一対比較行列を作成できることになる。
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それぞれどの程度重要かを示すものであり、一般

的には判断基準から２つの要素を取り出したとき

に一方の要素に対し別の要素をどれだけ重視する

かを表わした数値を行列で表わしたものである。

したがって、対角行列は同一要素の比較なのです

べて１となるが、要素Ａからみた要素Ｂの重要度

は要素Ｂからみた要素Ａの重要度の逆数になると

いう仮定をおいている。このため４＊４の行列に

おいては対角部分以外の６つの数字が固まれば一

対比較行列を完成できることになる８。

一対比較行列を作成するにあたっては、利用可能

なデータがないときは調査対象に直接ヒアリング

する以外に方法がないため意識調査において一対

比較表を作成するための質問を設けた。具体的に

は、例えば「利便性」に対する「サービス」の重

要度を計算するために、アンケート調査において

「あなたが金融機関を選択する理由として利便性

はサービスに比べてどの位重要ですか」という質

問など合計６問（一対比較行列における未知の数

字に対応）を設けて１から９までの数字にチェッ

クをするようになっている。この数字はそれぞれ

重要度を意味しており、１は非常に重要、５は同

じくらい重要、９はまったく重要ではない、と数

字が小さいほど重要度が上昇することになってい

る。意識調査において得られた回答の平均値を求

め、対象となる要素を１に基準化した結果が図表

７の左側部分で、これによるとサービス、商品性、

信頼性の重要度はそれぞれ４．１６、２．８０、１．３７であ

り、１より大きいためこれら３要素より利便性の

重要度のほうが高いこと、重要度の順番としては

信頼性＞商品性＞サービスの順に重要度が高いこ

とがわかる。以下、同様にして「サービス」、「商

品性」、「信頼性」についても一対比較を行う。し

かし、ここで求めた重要度はあくまで「一対比較」

によるものであり、ある一定の「要素Ａに対して

どの程度重要か」という情報しか得られないとい

う限界があり、全体のなかでの各要素の重要度を

求めるために以下で説明するウェイトを計算する

必要がある。

図表７ 総便益に関する一対比較表およびウェイト計算

利 便 性 サ ー ビ ス 商 品 性 信 頼 性 幾 何 平 均 weight

利 便 性

サ ー ビ ス

商 品 性

信 頼 性

１．００

１／４．１６

１／２．８０

１／１．３７

４．１６

１．００

１／１．７７

１．２９

２．８０

１．７７

１．００

１．５１

１．３７

１／１．２９

１／１．５１

１．００

１．９９８７

０．７５７８

０．６０４６

１．０９２０

０．４４８８

０．１７０２

０．１３５８

０．２４５２

合 計 ― ― ― ― ４．４５３１ １．００００

総便益に関する整合性の検定

利 便 性 サ ー ビ ス 商 品 性 信 頼 性 合 計 合計／weight

利 便 性

サ ー ビ ス

商 品 性

信 頼 性

０．４４８８

０．１０７９

０．１６０３

０．３２７６

０．７０８０

０．１７０２

０．０９６１

０．２１９５

０．３８０２

０．２４０３

０．１３５８

０．２０５０

０．３３５９

０．１９０１

０．１６２４

０．２４５２

１．８７２９

０．７０８５

０．５５４６

０．９９７４

４．１７２８

４．１６３１

４．０８４９

４．０６７３

average

CI

３．０２０８

０．０４０７
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４．２．４．２ 判断基準に対する各要素のウェイト算

定方法

つぎに前節で作成した一対比較表を用いて各選

択基準のウェイトを求めることにする。ここでは

行列を用いて説明をするが、このように数学を使

う（analytic）こともAHPの要素の１つである。

判断基準の要素iに対する要素jの重要度をaijで表

わすことにすると、一対比較の項で説明したよう

に、aij＝１／ajiとなり、さらにすべての要素i，j，

kについて、

aij＊ajk＝aik……………………………………�１

が成立するものとする。この�１式は要素iより

要素jが重要で要素jより要素kが重要だとすれば

要素iより要素kが重要であることを意味するが、

この式が成立しているとき、意思決定者の選択に

「整合性がある（consistent）」という。意思決定

の整合性が成立しているとき、一対比較表Ａを行

列表示で表わすと、

A＝

�
�
�
�
�
�
�
�
�

a１１ a１２ a１n

an１ ann

�
�
�
�
�
�
�
�
�

＝

�
�
�
�
�
�
�
�
�

w1

w1

�1�2

w1

wn

wn

w1

wn

wn

�
�
�
�
�
�
�
�
�

……�２

であるが、この行列Ａに各要素のウェイト行列ｗ

を右から掛けたとき、次の式が成立する。

Aw＝

�
�
�
�
�
�
�
�
�

w1

w1

�1�2

w1

wn

wn

w1

wn

wn

�
�
�
�
�
�
�
�
�

�
�
�
�
�
�
�
�
�

w１
w２

wn

�
�
�
�
�
�
�
�
�

＝n

�
�
�
�
�
�
�
�
�

w１
w２

wn

�
�
�
�
�
�
�
�
�

………�３

ただし、w＝（w１ w２………wn）T

�３式を以下のように表わすと、

Aw＝nw ………………………………………�４

�４式を変形して、

（A－nI）w＝０ ………………………………�５

となるが、�５式のnは固有値λ、wはそれに対

する固有ベクトルに対応している。したがって、

各要素のウェイトを求めるためには、行列Ａの固

有ベクトルを求めることができればよいことにな

９ べき乗法（Power Method）とは、行列Ａに初期ベクトルw（０）を右からかけてw（１）を作り、そこで得られたw（１）をAにかけて
w（２）を求めるという操作を続けていくと、w（k）は次第にＡの最大固有ベクトルの方向に収束し、w（k－１）とw（k）の比が最大
固有値に収束する性質を利用することにより固有ベクトル、固有値を求める方法のことをいう。

図表８ 利便性に関する一対比較表及びウェイト計算

自 宅 職 場 支 店 数 外 務 員 幾 何 平 均 weight

自宅、職場への近さ

支 店 数 の 多 さ

外 務 員 の 訪 問

１．００

１／３．５８

１／２．８１

３．５８

１．００

１／１．２１

２．８１

１．２１

１．００

２．１５８７

０．６９９６

０．６６５０

０．６１３２

０．１９７９

０．１８８９

合 計 ― ― ― ３．５２０３ １．００００

利便性に関する整合性の検定

自 宅 職 場 支 店 数 外 務 員 合 計 合計／weight

自宅、職場への近さ

支 店 数 の 多 さ

外 務 員 の 訪 問

０．６１３２

０．１７１３

０．２１８２

０．７０８４

０．１９７９

０．１６３５

０．５３０８

０．２２８６

０．１８８９

１．８５２４

０．５９７７

０．５７０７

３．０２０８

３．０２０８

３．０２０８

average

CI

３．０２０８

０．０１０４
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る。固有値と固有ベクトルを求めるための方法と

しては「べき乗法９」などが知られているが、い

ずれもコンピュータによる数値計算を必要とする

ものであるため、以下では刃根・真鍋（１９９０）お

よび木下（１９９８）で紹介されている幾何平均を用

いる簡便法で固有ベクトル、固有値の順に求めて

いくことにする。ただし、実際には一対比較表を

元にした行列Ａはアンケート調査からの数字であ

り、回答者により整合性が満たされないケースが

存在する可能性もあるため（整合性の検定につい

ては後述する）、このような状況下で未知のwを

求めなくてはならない。この問題を�５式を変形し

て表わすと、

（A’－λ’I）w’＝０……………………………�６

となる。A’は意思決定者の情報から得られた一

対比較マトリクス、w’はA’の最大固有値λ’に

対する固有ベクトルである。

幾何平均を用いるのは一対比較表の行の部分で

あり、図表７において利便性、金融サービス、商

品性、信頼性の４つの要素それぞれについて各要

素に対する重要度を乗じたのち４重根を計算する

ことにより幾何平均を求める。ここで求めたウェ

イトを全体を１（Σw＝１）とするウェイトに正

規化するため、各要素の幾何平均を合計したもの

でそれぞれ除することによりウェイトベクトルw

に近い値を得ることができる。この方法で各要素

のウェイトを求めたのが図表７上表の一番右側の

列である。金融機関を利用することにより得られ

る便益効果（費用節約効果）は、利便性からくる

ものが４４％と最も大きく、ついで信頼性（２５％）、

金融サービス（１７％）、商品性（１４％）の順となっ

ていることが分かる。同様に、利便性に関する要

素を詳しくみるために「自宅、職場への近さ」、

「支店数の多さ」、「外務員の訪問」の３要素に分

けたものについて一対比較表を作成し、ウェイト

を求めたものが図表８の上表右側の列である。利

便性からの便益のうち自宅・職場に近いからとい

う要素が６１％と最も大きく、支店数の多さが２０％、

外務員の訪問が１９％という内訳になっている。

４．２．４．３ 固有値の計算と一貫性の検定

前項で求めたウェイトを使って行列Ａの固有値

を以下の方法で求めることにする１０がその結果を

図表７、図表８の下表にまとめてある。固有値を

計算するためには一対比較行列A’の列の値にそ

れぞれのウェイトを掛け、各要素についてそれぞ

れの数値を合計したものをウェイトで割ることに

より各要素の数値を得る。この平均値が求めるべ

き最大固有値となる。ところで一対比較マトリク

スA’のある行は他の行の定数倍で表わすことが

出来ることからこの行列のランクは１であり、固

有値λ’は１つだけが非零でほかはすべてゼロと

なるが、一対比較マトリクスＡが完全に整合性を

満たす場合、Σλ＝（Ａの対角要素の和）＝nで

あることから、ゼロでない唯一の固有値をλ’

maxとするとそれはnである。固有値をそれぞれ

計算すると、金融機関利用から得られる便益効果

の一対比較マトリクスの固有値は４．１２、利便性に

関する便益効果の一対比較マトリクスの固有値は

３．０２となっており、選択基準の数（n＝４および

n＝３）の値に近い数字となっている。

次にこの固有値を用いて意思決定者の整合性を

検定する方法について説明する。整合性の検定は

意思決定者の選択に整合性が満たされる時に

λmax＝nが成立することを利用してサティーは

このずれを（n－１）で割った次式

１０ 木下（１９９８）による。
１１ 選択基準の要素の数を多くすると意思決定者が要素の相違を判断することが困難になることから、要素の数は７±２個以下に
止めておくことが望ましいとの考え方がある。
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CI＝
λ’max－n
n－１

………………………………�７

を整合度（consistency index, CI）と呼んでいる。

完全に整合性があるときにはCI＝０が成立する

が、整合性がなくなるほど０より大きくなる。サ

ティーはいくつかの分析よりCIが０．１（または

０．１５）以下の時には整合性に問題はなく、０．２以

上の時には一対比較表のなかに整合的でない判断

が含まれている可能性があり、０．３以上の時には

一対比較そのものを見直しする必要があると提案

しているが、このように整合性に問題が認められ

る場合、一対比較を見直しする作業を繰り返すこ

と（Process）もAHPの重要な要素であるといえ

る。なお、CIの計算においてnではなくn－１が

分母となっている理由は、CIの分子がλ’max以

外の固有値の大きさを表わしているとみることが

できるが、この大きさの対象はλ’max以外の固

有値の数（n－１）であることから、固有値１個

あたりの平均値は�７式のようになる。そこでこれ

までに求めた固有値を使ってCIを求めると、金

融機関利用から受ける便益の一対比較マトリクス

のCIは０．０４、利便性に関するマトリクスのCIは

０．０１とともに０．１を下回っており、サティーの基

準をクリアしているといえる。n＝４（図表７）

のときと比べてn＝３（図表８）の場合の方がCI

が小さくなっているが、判断基準が少ないほど意

思決定者の選択に迷いが少なく、整合的な回答が

得られやすいことを示しているものと思われる１１。

４．２．５ 郵便局利用者の得ている便益の金銭化の

方法

４．２．５．１ 自宅や職場に近いという利便性に関す

る便益効果の算出

これまで金融機関利用に関する意識調査から得

られたデータをもとに一対比較表の作成、各選択

基準のウェイトの算出、一対比較マトリクスに対

する固有ベクトル、固有値の計算、整合性の検討

をAHPの手法によりおこなってきたが、以下で

は図表６における階層図のうち代替案の要素につ

いて検討していくことにする。意思決定の問題を

扱うAHPにおいては各評価基準（例、利便性）

に対して各代替案（例、銀行）の一対比較表を作

成し、各基準の観点から最終的にどの代替案を選

択すべきかという問題を解決するのが一般的であ

るが、本論文は「利用している金融機関から利用

者がどのような便益を受けているか」を分析する

ものであり、以下では意思決定の観点ではなく現

状の利用動向に即して各金融機関からの便益効果

を算出することにする。

利用する金融機関が自宅や職場に近いことによ

る利便性に関して金融機関別に見た便益効果（費

用節約効果）をまとめたのが図表９である。各項

図表９ 金融機関利用による便益（費用節約）効果

平均節約額

／世帯・回

a

平均利用

回数／月

b

平均節約額

／世帯・月

c＝a＊b

平均節約額

／世帯・年

d＝c＊１２＊２

対象世帯数

（千世帯）

e

平均節約額

（百万円）／年

f＝d＊e

都 市 銀 行

地 方 銀 行

第 二 地 銀

信用金庫等

農協・漁協

郵 便 局

４３．３

６７．３

５９．４

６８．０

１０５．７

１２１．１

４．４

３．９

３．８

３．８

２．８

３．１

１８８．７

２６４．０

２２８．１

２５８．５

２９６．７

３７１．９

４，５２８．８

６，３３６．０

５，４７４．４

６，２０４．０

７，１２０．８

８，９２５．６

５，７６６

１０，１３７

１，１２３

４，７３４

３，４９０

５，４０３

２６，１１２

６４，２２５

６，１４９

２９，３７０

２４，８５３

４８，２２６

（注） 信用金庫等：信用金庫、信用組合、労働金庫
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目について説明すると、�a １世帯１回あたりの平

均額とは、４．２．１における時間価値などの考え方

などを用いて世帯が最も利用する金融機関と二番

目に利用する金融機関を利用する時に比べて節約

できる金額を表わしており、店舗数の多い機関は

少ない機関に比べてアクセスのためのコスト（交

通費、時間）が少なくて済むことから節約効果が

大きいことが想定される。その結果、６つの機関

のなかで店舗数が最も多い郵便局が最大で１世帯

１回あたり１２１円、次いで農協・漁協が１０６円、信

用金庫等が６８円など、店舗数の順となっている。

�b平均利用回数は最も利用する金融機関を１か月

に利用する回数で、都市銀行、地方銀行が多く

なっているが、全体をみてもそれほど大差がない

ため、�a と�bを掛け合わせた�c １世帯１月あたり

の費用節約金額は郵便局が最も大きいなど�a とほ

ぼ同様の分布となっている。金融機関を利用する

ための往復を考慮し、年間の数字とするために�c

に１２（か月）＊２（回）を掛けたものが�d１世帯

あたりの１年間の費用節約効果である。

次に、対象となる世帯数を算出するために、意

識調査において各金融機関を最も多く利用してい

るサンプルの割合とその中から当該機関を利用す

ることにより利便性が向上する（他の機関を利用

することにより利便性が悪化する）サンプルの割

合を掛けた比率を全国の世帯数（４４，１０８千世帯）

に掛け合わせることにより各金融機関の対象世帯

数�e を求める１２。ここでは最も多く利用する金融

機関のサンプル数とほぼ同様の結果となっており、

推定利用家計数は地方銀行が１，０００万世帯、都市

銀行が５７０万世帯の順となっている。郵便局は最

も多く利用しているサンプル数では信用金庫等よ

り少ないが、店舗数が相対的に多いこともあり郵

便局を利用するほうが費用が節約できるという回

答が多く、その結果、推定利用家計数が信用金庫

等より多くなるという結果になっている。これま

図表１０ 利便性に関する金融機関利用の便益 （百万円）

銀 行 信 用 金 庫 等 農 協 ・ 漁 協 郵 便 局

自宅職場等への近さ

支 店 数 の 多 さ

外務員の自宅への訪問

９６，４８６．０

３１，１３４．０

２９，７２３．８

２９，３７０．０

９，４７７．１

９，０４７．８

２４，８５３．０

８，０１９．５

７，６５６．３

４８，２２６．０

１５，５６１．５

１４，８５６．７

合 計 １５７，３４３．８ ４７，８９４．９ ４０，５２８．８ ７８，６４４．２

（注） 銀行：都市銀行、地方銀行、第二地方銀行

信用金庫等：信用金庫、信用組合、労働金庫

１２ 主な機関の最多利用サンプルおよびそのサンプルのうち当該機関を利用することにより利便性が向上するサンプルの割合は次
のとおり。都市銀行（２１．９％、５９．６％）、地方銀行（３４．７％、６６．３％）、第二地方銀行（３．５％、７２．４％）、信用金庫等（１５．２％、
７０．８％）、郵便局（１４．３％、８６．０％）。

図表１１ 金融機関利用による総便益金額 （百万円）

銀 行 信 用 金 庫 等 農 協 ・ 漁 協 郵 便 局

利 便 性

サ ー ビ ス

商 品 性

信 頼 性

１５７，３４３．８

５９，６５９．４

４７，５９７．０

８５，９６４．３

４７，８９４．９

１８，１６０．１

１４，４８８．４

２６，１６７．２

４０，５２８．８

１５，３６７．２

１２，２６０．１

２２，１４２．８

７８，６４４．２

２９，８１９．２

２３，７９０．１

４２，９６７．０

合 計 ３５０，５６４．６ １０６，７１０．６ ９０，２９８．９ １７５，２２０．５

（注） 同上
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でに求めた�dと�e を掛けた数字が�f 我が国家計が

各金融機関を利用することにより１年間に得られ

る便益効果の推定値であり、対象世帯数が最も多

い地方銀行が最大で約６４０億円、世帯あたりの便

益効果が最も大きい郵便局が約４８０億円、家計当

りの平均利用回数が最も多い都市銀行が約２６０億

円などという結果が導かれる。

４．２．５．２ 各評価基準の便益効果の算出

金融機関を利用することにより家計が節約できる

金額を求めるための最後の段階は、AHPの手法

を用いて計算した各評価基準の要素ウェイトと�１

で計算した利便性に関する費用節約効果を組み合

わせることにより、各要素の節約効果を順番に計

算していくことである。その結果をまとめたもの

が図表１０である。この表は利便性に関する費用節

約効果の内訳を算出したものであるが、図表９で

求めた年間の費用節約効果に図表７及び図表８で

求めたウェイトを乗じることにより各要素の金額

を求めることができる。郵便局についてみた場合、

自宅や職場に近いという利便性に関する総便益が

約４８０億円であり、「自宅・職場に近い」、「支店数

の多さ」、「外務員の訪問」の各要素のウェイトが

それぞれ約６０％、約２０％、約１９％であることから、

それぞれの要素の金額は約４８２億円、１５６億円、

１４９億円となる。次にここで求めた金額の合計は

利便性に関する総便益効果であることから、同様

に「利便性」、「金融サービス」、「商品性」、「信頼

性」の４つのウェイトを用いて各要素の金額を求

めたものが図表１１である。これにより郵便局を利

用することにより家計が得ることのできる総便益

を金額で表わすと１，７５２億円となり、銀行の３，５０６

億円についで大きいことが分かる。

４．２．６ AHP手法の問題点と課題

これまで意思決定問題を解決するためのAHP

の手法と郵政研究所による金融機関利用に関する

意識調査というアンケート調査を用いることによ

り家計がある金融機関を利用するとき別の機関を

利用した場合に比べて節約できる金額を金融機関

利用からの便益効果として試算を試みた。金融機

関利用に関する重要度に関しては、自宅・職場に

近い等の要素を含めた利便性のウェイトが最も高

く、信頼性のウェイトも比較的高いことがAHP

の手法を用いることにより判明したが、郵便局の

ユニバーサルサービスを考えるにあたって今回の

分析の意義をあげるとすれば次の２点に要約され

るものと思われる。第１に郵便局は他の金融機関

に比べて店舗数が最も多く、利便性から便益効果

を得ていることが窺われるがこれを具体的に金額

で表わすことができた点、もう１つは各種意識調

査で郵便局は「信頼できる」、「店が多い」などの

イメージが強いことがいわれているが、これら定

性的な判断を部分的ながら定量的に把握すること

ができた点であろう。

しかしながら、今回の試算にはかなり強い仮定

を置いており今後の分析にむけて解決しなければ

ならない課題もいくつかある。その代表的なもの

としては、今回のモデルでは各代替案ごとの各要

素ウェイトはすべて同一のウェイトを用いている

が、実際には例えば郵便局利用者が利便性を重視

するのに対して銀行（特に外資系金融機関）利用

者が利回りなど商品性を重視することが考えられ

るなど重視する要素（各利用者ごとのウェイトマ

トリクス）は同一とは限らないという問題がある。

ただし、AHPは最終目的→判断基準→代替案と

１３ 従来のAHPは最終目的→判断基準→代替案が基本型であるが、代替案の観点から判断基準を見直す手法、つまり最終目的→判
断基準←→代替案というモデルも考えられており、この手法は異なるレベル間を比較するという意味で外部従属法とよばれて
いる。
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いう一本の直線で結ばれる意思決定を扱う手法で

あるという限界がある１３ことに加え、サンプルを

分解すると代替案によっては過少サンプルになり、

誤差が拡大することが考えられる。次に全体の便

益効果を算出するにあたって対象となる世帯数を

意識調査の結果をもとに計算しているが、意識調

査の有効サンプルは２，０００程度であり、このサン

プルを４，３００万程度の世帯数に同一割合で拡大す

る方法を取っているため誤差が無視できない程度

になることも否定できない。例えば地方銀行を最

も多く利用している世帯数は第二地方銀行利用世

帯数の約１０倍となっているが、この推定が全体の

便益の金額の大部分を規定する結果となっている

ことからも推定方法について検討の余地があると

いえる。

４．３ 郵便局利用者の受ける便益効果の今後につ

いて―郵便貯金事業を中心に―

以下では郵便局の利用者が得ている便益効果の

今後を考える上でいくつかの論点を整理するため

に、今後重要な制度改正が見込まれている郵便貯

金事業を中心にまとめていくことにする。前節の

費用節約効果を算定する際、郵便局利用者当たり

の費用節約効果は機関中最大であるが、郵便局を

最多利用機関として利用している対象サンプルが

地方銀行、都市銀行よりも少ないために全国レベ

ルでみた費用節約効果が地方銀行よりも少なくな

ることを明らかにした。郵便局を最多利用機関と

しない世帯が多い理由を考える上では、最多利用

機関としている世帯の要望として「他の金融機関

でもATM・CDを使えるようにしてほしい」と要

望する割合が全体の４０％を占めていることを考え

る必要があるのではないか。ATM・CDを含めて

どの金融機関でも金融サービスが受けられるよう

になれば郵便貯金の決済口座としての使い勝手も

向上し１４、利用者の拡大につながっていくものと

思われる。ATM・CDの相互接続に関しては、平

成１１年１月より銀行、信販会社・クレジット会社、

信用金庫など１１５社との接続が開始され、３月、

１０月にもそれぞれ接続金融機関が増加する予定で

あるが、現状で利用できるサービスの内容は、一

部の金融機関を除いて提供するサービスを現金引

出と残高照会に限定している。このため、本格的

な提携を実現するためには郵便貯金と民間金融機

関の決済システムが接続される必要があるだろ

う１５。

郵便貯金事業を考える上で重要な制度改正は平

成１３（２００１）年に予定されている郵便貯金資金の

資金運用部への預託廃止と全額自主運用への移行

である。また平成１１年度中にも郵便貯金、簡易保

険資金の運用対象に不動産などを特定目的会社

（SPC）で証券化した資産担保証券（ABS）が加

えられる予定となっている。こうした運用対象商

品の拡大、全額自主運用への移行はこれまでの総

額５０兆円にものぼる郵便貯金資金の自主運用のノ

ウハウを生かした運用になることが見込まれるが、

これまでの自主運用の方針でもある「安全、確実

かつ有利な運用」を維持することにより事業の健

全な経営を図ることが求められていくものと思わ

れる。民間金融機関の資産構成は貸出金が全体の

半分以上を占めていることが郵便貯金の資産構成

と大きく異なるところであるものの、第２章でみ

１４ 郵政研究所（１９９８）によれば、郵便貯金を貯蓄口座として利用している家計の割合は７５％であるのに対し、公共料金の自動払
込、給与振込など決済口座として利用している家計の割合は４２％にとどまっている。一方、ATM・CD提携により共通のネッ
トワークを活用できる民間金融機関では例えば地方銀行で両者とも５７％であるなど両者の割合はほぼ同程度の水準となってい
る。

１５ 郵便貯金と民間金融機関の決済システムが存在すれば、例えば郵便貯金利用者が民間金融機関でサービスを利用する場合、郵
便局の店舗網だけでは郵便局の金融サービスの効果を測定できないことになる。このことは金融取引の電子化にもあてはまる
事例であると思われる。
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たリスク（信用リスク、金利リスク、為替リスク、

流動性リスク）は程度の差こそあれ郵便貯金の運

用に際しても考慮に入れるべき要因であるため、

これまで以上にリスクを意識した事業運営が必要

になっていくものと思われる。

第五節 まとめ

本稿では、郵便局の提供しているサービスを考

える上で重要な概念であるユニバーサルサービス

についての論点整理を行う一方、金融システム改

革により経営環境が変化している民間金融機関の

リスク選択の背景、営業店舗の推移を欧米の事情

も含めてまとめた。さらに、米国で開発された

AHPの手法を用いて利用者の便益効果の源泉を

明らかにし、定性的な判断は可能でも数量化が難

しいとされてきた「信頼性」、「商品性」などに関

する要素を含めて金融機関としての郵便局による

ユニバーサルサービスがもたらしている便益効果

を金額で評価することを試みた。

今後の金融市場を考える上でいえることとして

は、金融システム改革そのものはスケジュールで

は２００１年までのプロセスであるが、金融機関に

とっては同業あるいは他業務を営む金融機関との

業務提携、小売業など他業態の金融業への進出な

ど、規制が緩和されることにより従来までの収益

基盤が脆弱になり競争はますます激しくなるもの

と思われる。また、最近では欧州単一通貨ユーロ

の誕生、米国株式市場の活況を背景に欧米では石

油、自動車、情報通信などの分野で規模の経済性

を追求した大型合併が相次ぎ、金融でも本文で紹

介した事例以外にもわが国の金融機関の中で外資

系企業の経営戦略に組み込まれる事例が増加して

きている。こうした競争の帰結を米国にみること

ができるが、その代表例としては収益力の悪化に

よる新たなリスクの選択であり、業務提携や合併

を選択した場合には重複する業務分野や経営資源

の見直しが実施されるであろう。

このような金融機関の動きを利用者（特に家計）

の観点からみると、全ての金融機関の決済ネット

ワークが構築されておらず、また、インターネッ

トバンキングやテレホンバンキングなどにより自

宅に居ながらにして全ての金融取引が可能になっ

ていない現在、「店舗」の果たしている役割は依

然重要である。AHPによる計測では金融機関利

用者が得ている便益効果の源泉は「利便性」が全

体の約４５％であり、利便性のうち約６０％が「自宅、

職場その他よく行く場所に近い」という要素が占

めていることが店舗など営業拠点の重要性を表わ

しているものと思われる。欧米において金融機関

の合併による店舗の統廃合やリストラの一環とし

ての経費削減はこのような利用者の便益をもたら

している店舗の削減に結び付く傾向が強く、我が

国の金融機関でも海外業務からの撤退や従業員数

の管理などと同様に店舗網の見直しは重要な経営

戦略であろう。郵便局は現在でも全ての金融機関

のなかで最も多くの店舗を有しているが、この店

舗網はユニバーサルサービスを提供するための手

段として必要不可欠であると思われる。金融シス

テム改革の進展によりこれまでの資産選択の主流

であった預貯金に変わる収益性の高い投資信託な

どの金融商品が一般的になれば、利用者が得てい

る便益効果の源泉は例えば「商品性」の占める重

要性が上昇するなど変化していく可能性もあるが、

現在では金融機関の提供している商品性よりも利

便性や信頼性のウェイトが大きいことを考えると

き公的金融機関として小口利用者を顧客対象とし

ている郵便局に求められている役割は依然重要で

あろう。
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